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京大東アジアセンターニュースレター   第 440号   






○ カンボジア短信 ： ２０１２年 ９月下旬 

















■京都会場  2012 年 11 月 3 日(土) 13 時 
     京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール 
 
 ■東京会場  2012 年 12 月 1 日(土) 13 時 





挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 植田和弘 
     東京大学社会科学研究所教授 田島俊雄 
  
13:10-13:50 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  インドネシアは自動車大国になれるか 









住友商事 自動車米州アジア部 木村 将裕 販売金融事業者から見た自動車購入層拡大の可能性 












ジャパン･バイク･オークション 社長 西村 竜  オークション会社から見た中古車流通 
  
15:55-16:25 
IHS オートモーティブ バンコク事務所代表 山本 肇  グリーンカー政策と日系自動車メーカーの戦略 
  
16:25-16:50 




    
17:10-18:50 
懇親会  参加費 2000円,協力会会員は無料 
司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事 宇野輝 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究副センター長/京都大学経済学部准教授 矢野剛 











                                                             小島正憲 
東アジア経済研究センター主催 講演会 
『中国の経済発展における制度的要素』 





日時：2012年 10月 30日（火）PM 4:30-6:00 
場所：法経五番教室 
使用言語：日本語 
                                
                                                                   
 
制度的ディレンマ 
                    







































はほとんど見られず、金曜日には Svay Riengを拠点とする手袋会社（Yorks Co Ltd）の工場にて、77人の女性労働者
がまた失神した。労務省保健局の局長 Pok Vanthat 氏の話によると、その工場で働く労働者の多くが失神の原因は
有毒化学物質のせいであると主張しているものの、労務省はそれを証明するものをまだなにもないと話している。しか


















て支払うことである、とキャンペーンの主催側は話す。労働団体Asia Floor Wage Allianceによると、基本的ニーズを満
たす生活をおくるには月 281ドルが必要とされる。政府により承認を受け、今月から縫製業労働者の最低賃金が 10ド
















きだと主張しているのです」とAsia Floor Wage AllianceのコーディネーターAnannya Bhattacharjeeさんは話している。







かつて Kandal州の Tai Yang Enterprisesで 12年間働いていた Soramy さんは、友人たちに別れを告げて、長い間









働者の生活です」とCambodian Labour Confederation代表 Ath Thorn氏は話す。Thorn氏は、生活賃金として月 280
ドルを主張しているが、この業界で働く何十万人もの労働者全員にこの額を実現させることは、長い期間がかかると考















プノンペンにあるConpress Holdings jeans 工場で、解雇された４人の同僚の復職を求め、約 100人の労働者がスト
ライキを起こした。Free Trade Union代表者の Luch Lin Ang氏の話によると、1000人以上の労働者が働く The Seak 
Meanchey district 工場は、8月、労働組合を結成しようとしていた 4人の労働者を解雇したとされている。「残念なこと






















して支払うことを約束しており、今週は 2 回目の支払い期限であった。社会問題相によると、Holes 氏は売却に出した




９月 10日、プノンペンの Dangkor地区にある縫製工場で働いていた 18歳の Thol Vinさんが、いつもどおり仕事に
向かったあと姿を消した。昼の休憩時に姿を消すまで、彼女はそこで 2 年以上そこで働いていた。「愛する娘のことが
とても心配ですし、会いたいです。」と彼女の父親である Sak Thol さんは泣きながら話した。そして、Thol さん夫妻は
娘の失踪に関して、人権団体の NGO、Adhoc と Licadho、Sam Rainsy党議員Mu Sochua氏に訴えた。「娘はまだプノ
ンペンにいると考えています」と父親は話す。 
Vin さんの叔父である Sorn Sin さんは、Vin さんの居場所に関して情報提供し親族からお金をもらおうとする人々か
ら多くの電話を受けている、と話す。「姪がいなくなった 2日後に男が連絡してきて、姪は Banteay Meanchey州にいる











たのが 2011 年には 20 へと増加している。日本からのカンボジアへの投資は、2010～2011 年の間、製造業に集中し
ていた。しかし道法氏によると、今年はサービス業が中心となるだろうとのことだ。製造業への投資が重大な役割をし
ているのと同時に、日本の投資の多様化も進んでいる、と彼は話す。カンボジア ジャパン ビジネススクールの経営






いるようだ。この 2340世帯のうちほとんどは Banteay Meanchey州に暮らす世帯で
ある。 
避難地域となっている Banteay Meanchey州Ou’Chrov地区のOu’Bei Chean村
では、34 歳男性の遺体が昨日見つかっている。彼は自分の家族が安全な場所に
避難している間に、ひとりで家に戻ったのだと、コミューンの代表である Suong Suon さんは話している。またコミューン
に 11ある村のうち 10つが洪水の被害を受けて、126世帯が避難を余儀なくされている、と彼は話す。「村人たちは食
料品を必要としていますが、カンボジア赤十字は木曜日に、食料や物資をこの 126 世帯に配布してくれる予定でいる
ようです」と付け加えた。Kampong Thom州 Kampong Svay地区では月曜日に 59歳の男性が溺死し、また、先週末シ










































はカムコエアポート社とリーズ A&A社という 2つの韓国会社に保有されており、建設は 2社による 10億ドルの資本投
資とともに始まったものであり、それぞれの会社が50パーセントずつ株を保有している。年に1000～1500万人の乗客
を受け入れることの出来る NSRIAは、 Chie Kreng地区と Sonikum地区 2つにまたがる 500ヘクタールの用地に建
設される。 




プノンペン国際空港の通信・広報の担当 Khek Norinda さんは、「カンボジア空港は、来年プノンペンの現在の空港
を拡張しようと準備を進めており、この計画は 2014 年か 2015 年の頭までに完成する予定である。この拡張計画は、
来年始めに開始する予定です。2つの空港の計画が進むことにより、どちらも受け入れる乗客の数を 2倍の 500万人
に増やすことが出来ます。シェムリアップに 500万人、プノンペンにも 500万人です」と彼は話している。 
                                                                    以上  
************************************************************************************************ 

























































































１２．市内バス用に 2002年モデルを輸入許可なしに 輸入 OK 
国内需要により市内バスとして、2002 年以降のモデルのバスも特別許可なしに輸入することができることになった。



































２０．米国・日本・中国の ATMカード 4種類が国内でも使用可に 
１０／０３、ミャンマー中央銀行が、国際 ATM カード 4種類をミャンマー国内でも使用可の許可を出した。その 4種
























































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年 9.2            
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12 月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012 年             
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 





8 月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
